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①議論の振り返りと関係課協議内容の共有
[1]居住誘導区域・都市機能誘導区域範囲の検討（振り返り）

l 前回の会議では、居住誘導区域・都市機能誘導区域の設定方針を整理した上で、町内の用途地域について、「誘導

区域に含める区域」、「誘導区域に含めない区域」、「検討が必要な区域」を整理しました。

[2]関係課意見・国交省ヒアリング結果の整理

l 左ページで示した図における要検討①～⑤のエリアでの誘導区域の設定に関する方針について、関係課協議及び

国交省ヒアリングにおいていただいたご意見を以下の通り整理しました。

[3]関係課意見を踏まえた要検討エリアの誘導区域設定方針

l いただいたご意見を踏まえ、要検討①～⑤のエリアの取扱いを以下のとおり整理しました。

■ 要検討①～⑤エリアの誘導区域設定方針

要検討項目 方針 ご意見

①
駅北側
エリア

居住誘導区域を
設定する

ž すでに人が集住しているエリアであり、居住誘導区域に指定することに違和感はな
い。千葉窯業の敷地は区域に含めるべきではない。（都市建設課）

②
準工業
地域

居住誘導区域を
設定する

ž 政策としてこのエリアに人を集住させると工場と住宅が混在する状況が危惧され
る。また、当町の準工業地域は通常の工場と遜色ない事業者が立地していることを
踏まえると、慎重であるべき。（都市建設課）

一部の準工業地
域のみ居住誘導
区域を設定する

ž 現状でも町内の準工業地域内の事業所において騒音や臭いに対する苦情が発生し
ており、将来的な住工混在の進行による住環境の悪化が懸念される。（関係課）

居住誘導区域を
設定しない

ž 住環境上の懸念から居住誘導区域に設定しないことは問題ない。準工業地域を居
住誘導区域に含める場合、居住環境を考慮した用途地域の見直しについても併せ
て検討いただきたい。（国交省）

③
海岸部
用途
地域

居住誘導区域を
設定しない

ž 賛成。災害が予見される地域に政策として人を集住させることには反対。（都市建
設課）

ž 一定の対策は取られているが、安全・安心なまちづくりのためには「指定しない」方
針で良い。（環境防災課）

ž 空港機能強化に合わせた居住者獲得構想で、新たな働き方、暮らし方ができる魅
力的な海岸エリアを創出するとしていることから、指定除外には調整を要する。（企
画空港課）

ž 居住誘導区域は災害に対する安全性が確保される区域に設定するものであるた
め、国の方針とも整合している。今後検討する防災指針を踏まえ、居住誘導区域の
範囲や、避難所徒歩圏外におけるソフト対策等を検討いただきたい。（国交省）

④
海浜
交流
拠点

都市機能誘導区
域を設定する

ž 海浜交流拠点の具体的な定義が不明瞭のため、医療・福祉・商業等施設の集約が適
切か判断できない。（都市建設課）

将来的な都市機
能誘導区域指定
に向け、独自の区
域を設定する

ž 独自の区域を設定して位置付けている自治体はあるが、各事業計画の熟度を考慮
したうえで、計画として記載した場合に対外的な説明ができるか検討する必要があ
り、特に海浜交流拠点については災害リスクや周辺への居住誘導に関するリスク対
応を十分に踏まえて検討していただきたい。（国交省）

⑤
栗山生活
利便地区

将来的な都市機
能誘導区域の指
定を検討する

ž 次回の都市計画マスタープラン改定時に当該地区の拠点への位置づけについて検
討する。（都市建設課）

要検討①
ü 横芝駅北側周辺地区の開発予定地（千葉窯業の敷地を除く駅北側の工業地域）を居住誘導区域及び都
市機能誘導区域に指定する。

要検討② ü 現状の住環境や将来の住環境への懸念から、町内の全ての準工業地域を居住誘導区域から除外する。

要検討③ ü 災害リスクを考慮し、海岸部の用途地域を居住誘導区域に指定しない。

要検討④
ü 海浜交流拠点を都市機能誘導区域に指定しない。
ü 横芝海のこどもの国跡地活用事業の検討熟度を踏まえ、本計画における独自区域の設定についても実
施せず、計画上での位置づけ程度に留める。

要検討⑤
ü 北清水～栗山地区は、次回の都市計画マスタープランの改定で将来的な拠点への位置づけについて検
討するため、今回の計画では都市機能誘導区域に指定しない。
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【栗山生活利便地区】 要検討⑤

ü 維持すべき都市機能が集積しており、
住環境の評価得点も高いことから、
将来的な都市機能誘導区域への指定
について検討。

ü 上位計画である都市計画マスタープ
ランにおいて生活拠点に係る位置づ
けはない。

【準工業地域】 要検討②

ü 既に工業系施設が集積
している範囲は除外。

ü それ以外は、土地利用
の状況や生活利便性、
人口密度等を考慮して
居住誘導区域の指定範
囲を検討。

【海岸部用途地域】 要検討③

ü 居住誘導区域の指定について
は、災害リスクを考慮し、指定
パターンごとの評価や関係課と
の協議結果を踏まえて検討。

【中心部用途地域】 居住誘導区域

ü 居住地としての評価得点が高
いことから、中心部の居住系の
用途地域については全域を居
住誘導区域に含める。

【都市拠点】 都市機能誘導区域

ü 都市マスに位置づけられた拠点である
『都市拠点（横芝駅周辺・役場周辺）』を
都市機能誘導区域として指定。

ü IC 周辺は、現段階では用途地域が指定
されていないため、居住誘導区域及び
都市機能誘導区域を指定しない。

【海浜交流拠点】 要検討④

ü 横芝海のこどもの国跡
地活用の検討状況を踏
まえ、誘導施設に該当す
る商業施設等の整備が
想定される場合は都市
機能誘導区域に指定。

【工業地域・工業専用地域】 除外

ü 駅北側エリア以外は居住誘導
区域及び都市機能誘導区域か
ら除外。

【駅北側エリア】 要検討①

ü 現状は工業地域であるが、用途地域
の変更も見据えた新たな拠点整備が
検討されている。

ü そのため、都市機能誘導区域の指定
を見据え、居住誘導区域の指定につ
いても関係課と協議しつつ検討。

青字：賛成意見 赤字：反対意見

（１）居住誘導区域・都市機能誘導区域・誘導施設の設定について
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②居住誘導区域の設定
[1]居住誘導区域設定の考え方

l 「居住誘導区域」は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サー

ビスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域として設定します。国土交通省が策定し

た「都市計画運用指針」では、居住誘導区域の設定について、以下のような考え方が示されています。

■ 居住誘導区域の設定について

（国土交通省「都市計画運用指針 第13版（令和７年３月31日一部改正）」より）

[2]居住誘導区域の設定方針

l 本町においては、関係法令や国土交通省が策定した「都市計画運用指針」及び「立地適正化計画作成の手引き」

に示されている考え方などを踏まえ、以下のフローに基づき、用途地域の指定されている範囲をベースとして、

誰もが納得できる根拠に基づいた区域設定を行います。

用
途
地
域

n 生活利便性が確保され
る区域

§ 公共交通の利用圏
§ 商業・医療・福祉施設等生活
サービス施設の徒歩利用圏

n 都市機能の持続的確保が
可能な面積範囲内の区域

§ 都市機能が将来にわたって
持続できる人口密度が確保

される適切な範囲の区域

n 工業系用途地域
§ 工業専用地域、工業地域は
原則として除外

※駅北側の工業地域について

は、都市機能誘導区域の指

定を前提として居住誘導区

域の指定を検討する

n 災害レッドゾーン
§ 本町の用途地域内において
は指定なし

n 準工業地域
§ 土地利用現況や生活利便
性、人口密度等を考慮して

区域の指定範囲を検討する

n 災害イエローゾーン
§ 洪水と津波の浸水想定区域
については、複数の区域指

定パターンのメリット・デメ

リット評価を踏まえ、最適解

を検討する

居
住
誘
導
区
域
の
設
定

抽出 除外 考慮

（基本的な考え方）

居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活

サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域である。このため、居住誘導区

域は、都市全体における人口や土地利用、交通や財政、災害リスクの現状及び将来の見通しを勘案しつつ、

居住誘導区域内外にわたる良好な居住環境を確保し、地域における公共投資や公共公益施設の維持運営

などの都市経営が効率的に行われるよう定めるべきである。

（居住誘導区域を定めることが考えられる区域）

ア 都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域

イ 都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、都市の中心拠

点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域

ウ 合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集積している区域

[3]居住誘導区域の設定

l 居住誘導区域の設定フローに基づき、「検討が必要なエリア」に関する関係課意見・国交省ヒアリング結果を踏

まえ、居住誘導区域（案）を以下の通り設定します。

【駅北側エリア】

ü 事業区域のみを誘導区
域に設定し、事業区域外
は誘導区域から除外。

【中心部住居系用途地域】

ü 居住地としての評価得点が
高いことから、「居住に適し
たエリア」として全域に居住
誘導区域を設定。

【工業地域・工業専用地域】

ü 駅北側エリア以外は除外。

2040年時点での居住誘導区域内推計人口

：4,372人（町全体の人口の約24.6%）

用途地域面積：約627.4ha

居住誘導区域（案）面積：約367.3ha

用途地域に対する居住誘導区域の割合：約58.5%

【準工業地域】

ü 現状の住環境や将来
の住環境への懸念か
ら、全ての準工業地域
を居住誘導区域から除
外。 【海岸部用途地域】

ü 広範囲で 2.0m 以上の津
波浸水深が想定されている
ことから、災害リスクを考
慮して誘導区域から除外。
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③都市機能誘導区域・誘導施設の設定
[1]都市機能誘導区域・誘導施設の設定の考え方

l 「都市機能誘導区域」は、居住誘導区域内に設定する区域で、医療・福祉・子育て支援・商業等の都市機能を都市

の中心拠点や生活拠点に誘導・集約することにより、これらの各種サービスの効率的かつ持続的な提供を図る

区域として設定します。

l また、都市機能誘導区域では、当該区域で立地を誘導すべき都市機能増進施設を『誘導施設』として区域と共

に設定する必要があります。誘導施設は、都市機能誘導区域の特性や実情に応じて区域ごとに設定します。

l 国土交通省が策定した「都市計画運用指針」では、都市機能誘導区域の設定及び誘導施設のイメージについて、

以下のような考え方が示されています。

■ 都市機能誘導区域の設定について

（国土交通省「都市計画運用指針 第13版（令和７年３月31日一部改正）」より）

■ 誘導施設のイメージ

（国土交通省「立地適正化計画の手引き【基本編】」より）

都市機能誘導区域は、例えば、都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機

能が一定程度充実している区域や、周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域等、都市の拠点

となるべき区域を設定することが考えられる。

また、都市機能誘導区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、徒歩や自転車等に

よりそれらの間が容易に移動できる範囲で定めることが考えられる。

機能 中心拠点 地域・生活拠点

行政機能 ■中枢的な行政機能

例）本庁舎

■日常生活を営む上で必要となる行政窓口機能等

例）支所、福祉事務所等の各地域事務所

介護福祉

機能

■市町村全域の住民を対象とした高齢者福祉の

指導・相談の窓口や活動の拠点となる機能

例）総合福祉センター

■高齢者の自立した生活を支え、又は日々の介護、見

守り等のサービスを受けることができる機能

例）地域包括支援センター、在宅系介護施設、コミュ

ニティサロン 等

子育て

機能

■市町村全域の住民を対象とした児童福祉に関

する指導･相談の窓口や活動の拠点となる機

能

例）子育て総合支援センター

■子どもを持つ世代が日々の子育てに必要なサービ

スを受けることができる機能

例）保育所、こども園、児童ｸﾗﾌﾞ､子育て支援センタ

ー、児童館 等

商業機能

■時間消費型のショッピングニーズ等、様々なニ

ーズに対応した買い物、食事を提供する機能

例）相当規模の商業集積

■日々の生活に必要な生鮮品、日用品等の買い回り

ができる機能

例）延床面積●m2以上の食品スーパー

医療機能

■総合的な医療サービス（二次医療）を受けるこ

とができる機能

例）病院

■日常的な診療を受けることができる機能

例）延床面積●m2以上の診療所

金融機能
■決済や融資等の金融機能を提供する機能

例）銀行、信用金庫
■日々の引き出し、預け入れなどができる機能

例）郵便局

教育・

文化機能

■住民全体を対象とした教育文化サービスの拠

点となる機能

例）文化ホール、中央図書館

■地域における教育文化活動を支える拠点となる機

能

例）図書館支所、社会教育センター

[2]都市機能誘導区域・誘導施設の設定方針

l 本町においては、関係法令や国土交通省が策定した「都市計画運用指針」及び「立地適正化計画作成の手引き」

に示されている考え方などを踏まえ、将来都市構造で拠点として位置づけた範囲を検討のベースとし、「都市

拠点（横芝駅周辺地区）」、「都市拠点（役場・病院周辺地区）」の２か所において、各拠点の役割や維持・誘導すべ

き機能を考慮し、都市機能誘導区域及び誘導施設を設定します。

■ 将来都市構造を踏まえた都市機能誘導区域の設定方針

都市拠点（役場・病院周辺地区）

ü 町役場や町民会館、図書館等
の公共施設の集積する役場

周辺地区に加え、東陽病院や

光小学校の位置する病院周

辺地区を中心とし、町民の暮

らしを支える公共公益機能の

維持・充実を図るエリア

都市拠点（横芝駅周辺地区）

ü JR横芝駅を中心とし、既
存の商業機能や金融機能

等の集積を活かした利便

性と賑わいの向上を図る

エリア
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[3]都市機能誘導区域の検討

l 将来都市構造で位置づけた拠点ごとに、用途地域の指定状況や既存都市機能の立地や公共交通の配置状況、拠点の担うべき役割等を踏まえ、都市機能誘導区域と誘導施設の案を検討します。

都 市 拠 点 （ 横 芝 駅 周 辺 地 区 ）

【目指すべき方向性】
ü JR横芝駅を中心とし、国道 126号や県道横芝上堺線等の主要道路の沿道を含む横芝光町の顔となる拠点。
ü 商業機能や金融機能等の既存ストックを活かしつつ、拠点内の利便性や賑わいの向上・創出のため、都市機能の集積・維持を図る。

【施策・誘導方針（ストーリー）】
ü 空き家・未利用地の効果的な活用や居住地への転換等、住宅地や生活利便機能の拡充による新規定住者の誘導と、騒音対策等による居住環境の向上
ü 横芝駅北側周辺エリアにおける拠点開発による拠点機能の拡充

【区域設定・誘導施設設定の考え方】
ü 横芝駅周辺１ｋｍ圏内の市街地や駅北側エリアの開発予定地及び旧行政センター跡地（旧横芝町役場跡地）周辺の市街地を対象として、国県道及び都市計画道路沿いの近隣商業地域、第一種住居地域、第二種住居地域及び第一種中高
層住居専用地域内の横芝小学校の敷地の一部を都市機能誘導区域に設定する。

ü 既存の都市機能の維持に加え、拠点内の利便性や賑わいの向上・創出に資する都市機能の誘導を図る。

【都市機能誘導区域の指定範囲（案）】 【地区周辺の都市機能・主要道路・公共交通の利用圏域の状況】

【誘導施設（案）】

※○：誘導施設（新設）／●：誘導施設（既存）／▲：地区周辺に立地している施設／－：設定なし

行政機能 介護福祉機能 子育て機能 商業機能 医療機能 金融機能 教育・文化機能 生活交流機能 健康増進機能

役場 －
地域包括支援ｾﾝﾀｰ － 子育て支援ｾﾝﾀｰ ● ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ等

○

●
病院 －

銀行・信用金庫
〇

●

小中学校 ●

コミュニティ施設 ●

体育館 ●
図書館 －

高齢者福祉施設 ● 認定こども園・保育所 ●
大型商業施設

（ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ等）
○ 診療所（内科・外科）

○

●

文化ホール －
総合運動場 ▲

保健センター ▲ 郵便局 ● 展示施設（博物館等） －
障がい者福祉施設 ▲ 児童クラブ ● コンビニエンスストア

○

●
診療所（歯科）

○

●

健康増進施設

（ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ等）
○
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都 市 拠 点 （ 役 場 ・ 病 院 周 辺 地 区 ）

【目指すべき方向性】
ü 横芝光町の行政・文化・教育・医療・福祉の中心地。
ü 町民の暮らしを支える公共公益機能の維持・充実を図る。

【施策・誘導方針（ストーリー）】
ü 既存の公共施設や医療・福祉機能の維持
ü 住民の生活サービスの向上に資する新たな都市機能の誘導検討

【区域設定・誘導施設設定の考え方】
ü 維持すべき都市機能である町役場や町民会館等の公共施設の集積する役場周辺地区では、県道及び都市計画道路沿いの第一種住居地域と第一種中高層住居専用地域内の図書館の敷地の一部を都市機能誘導区域に設定する。
ü 東陽病院や光小学校の位置する病院周辺地区では、東陽病院・特別養護老人ホーム第二松丘園・光小学校の敷地を取り囲む形で都市機能誘導区域を設定する。

【都市機能誘導区域の指定範囲（案）】 【地区周辺の都市機能・主要道路・公共交通の利用圏域の状況】

【誘導施設（案）】

※○：誘導施設（新設）／●：誘導施設（既存）／▲：地区周辺に立地している施設／－：設定なし

行政機能 介護福祉機能 子育て機能 商業機能 医療機能 金融機能 教育・文化機能 生活交流機能 健康増進機能

役場 ●
地域包括支援ｾﾝﾀｰ ● 子育て支援ｾﾝﾀｰ ▲ ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ等 ● 病院 ●

銀行・信用金庫 －

小中学校 ●

コミュニティ施設 ●

体育館 ●
図書館 ●

高齢者福祉施設 ● 認定こども園・保育所 ●
大型商業施設

（ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ等）
－ 診療所（内科・外科）

〇

▲

文化ホール ●
総合運動場 －

保健センター － 郵便局 ● 展示施設（博物館等） －
障がい者福祉施設 〇 児童クラブ ● コンビニエンスストア

○

▲
診療所（歯科）

○

●

健康増進施設

（ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ等）
○

l IC周辺については、具体
的な事業手法や導入施
設等が決定し、用途地域
の指定が担保された段
階での計画見直しによる
誘導区域・誘導施設の追
加指定を想定する。
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【参考】 居住誘導区域（案）・都市機能誘導区域（案）総括図

用途地域に対する居住誘導区域の割合：約58.5%

用途地域に対する都市機能誘導区域の割合：約 33.4%


